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市民負担を増やした2014年度決算に反対
消費税増税分の転嫁、市民税５％減税継続の問題点を追及

10月14日、決算認定の反対討論：山口清明議員

山口議員が本会議にて10月14日、2014年度の名古屋

市一般会計決算の認定について反対討論を行いました。

以下が討論の要旨です。

共産以外の会派（自民、民主、公明、減税、維新）

が賛成し、2014年度決算は認定されました。

日本共産党名古屋市議団を代表して、2014年度名古

屋市一般会計決算の認定に反対の立場から討論します。

昨年は、名古屋市の総合計画2018が策定され、また

消費税が増税され、名古屋市には国の悪政からの防波

堤となることが期待されましたが、期待に十分応えた

市政運営だったとは言えません。以下、反対する理由

を三点申し上げます。

国の悪政に輪をかけ市民負担ふやした
市バス・地下鉄の料金や水道料金など公営企業会計

を中心に消費税増税が料金に転嫁され、市民の負担増

は30億円を超えています。それらに加えて、一般会計

でも、市民負担が増やされました。

高校授業料は、国による無償化見直しそのままに、

市立高校生の４人に１人から、全日制では年間11万円

以上を新たに徴収しました。

高年大学鯱城学園は、授業料と入学金の合計で３万

円から４万８千円に値上げ、加えて実習設備等負担金

は陶芸コースで８倍、園芸コースでは２千円から９倍

に。その結果、募集定員を約３割増やしたのに、出願

者数は前年の約75％に減ってしまいました。

市営住宅の駐車場使用料も値上げが始まりました。

市民税５％減税を継続し、民営化すすめた
鯱城学園や市営住宅駐車場の値上げは、減税の財源

づくりのテコとされた「事業仕分け」に端を発してい

ます。減税財源に市民の負担を充てるのは論外です。
あ

「行革」の名で、公立保育園の廃止・民営化がすす

められました。批判が強い図書館への指定管理者制度

も志段味図書館で試行が続けられており問題です。

市民税５％減税は昨年度116億円でした。誰のための

減税か。法人市民税を例にあげます。市内にある法人

の約９割、８万３千社では１法人あたりの減税額は５

万円以下、総額でも約5億6百万円。一方で減税額上位

の大企業10社の減税総額は約６億円。大企業と富裕層

のための減税、格差を広げるだけの減税はきっぱりや

め、116億円は市民サービスの充実にまわすべきです。

大型の新事業に税金注ぎ込む道ひらいた
リニア関連で名古屋駅周辺の大規模開発が進められ

ようとしていますが、昨年９月に策定した「名古屋駅

周辺まちづくり構想」は、名古屋駅前の一極集中型の

開発計画となっています。

その一環である、いわゆる笹島巨大地下通路建設は、

緊急性も必要性もなく多額の税金投入は認められませ

ん。

都市間競争だ、東京に負けるな、と言いますが、高

層ビルばかりの名駅開発では名古屋がリトル東京化す

るだけです。名古屋の魅力は、居住環境がよく、東京

に比べて住みやすいことです。この強みを活かした市

域全体を見渡したバランスのとれたまちづくりこそ必

要です。

東京にない魅力は何か。本物の天守閣ですか？ 木

造復元の将来的な可能性は否定しませんが、お城が名

古屋の宝と言うのなら、東京五輪など気にせず、名古

屋のペースで検討すべきです。名古屋市総合計画2018

では、名古屋城の整備について、本丸御殿の復元、二

ノ丸庭園の保存整備、展示収蔵施設の整備、の三つを

実施するとし、天守閣については「整備に関する検討

調査等を実施」とあるだけです。昨年度に出された検

討調査では「早期の木造復元が望ましい」と結論づけ

ました。この結論には同意できませんが、その報告書

ですら、復元の時期について「本丸御殿完成後の着工

が望ましい」としています。この指摘も無視し、総合

計画にもない木造復元を急ぐのは論外です。天守閣の

整備は、名古屋城跡整備全体計画にある、耐震改修に

よる長寿命化をまず検討すべきです。

社会保障・税番号制度いわゆるマイナンバー制度導

入のためのシステム開発・改修経費として２億円以上

の予算が執行されましたが、個人情報の漏えい懸念を

高め、プライバシー保護の流れに逆行するものであり

容認できません。


